
（単位：円）

資産の部

科  目 　　　　　　本年度末 　　　　　　前年度末 　　　　増　　　　　減

固定資産 326,833,853 298,443,583 28,390,270

　有形固定資産 274,330,937 271,200,615 3,130,322

　　土地 133,188,000 133,188,000 0

　　建物 126,293,093 123,503,558 2,789,535

　　構築物 6,521,017 6,216,634 304,383

　　教育研究用機器備品 6,813,154 6,595,719 217,435

　　管理用機器備品 1,323,504 1,359,935 △ 36,431

　　図書 83,719 83,719 0

　　車両 108,450 253,050 △ 144,600

　特定資産 52,005,704 27,003,000 25,002,704

　　第2号基本金引当特定資産 27,000,701 7,000,000 20,000,701

　　退職給与引当特定資産 25,005,003 20,003,000 5,002,003

　その他の固定資産 497,212 239,968 257,244

　　電話加入権 189,968 189,968 0

　　保証金 50,000 50,000 0

　　長期前払金 257,244 0 257,244

流動資産 92,689,844 89,715,508 2,974,336

　　現金預金 90,340,989 52,523,593 37,817,396

　　未収入金 2,263,107 37,191,915 △ 34,928,808

　　前払金 85,748 0 85,748

資産の部合計 419,523,697 388,159,091 31,364,606

負債の部

科　目 　　　　　本年度末 　　　　　　前年度末 　　　　　増　　　　　減

固定負債 42,406,504 40,772,420 1,634,084

　　長期借入金 13,500,000 14,500,000 △ 1,000,000

　　退職給与引当金 28,906,504 26,272,420 2,634,084

流動負債 70,483,813 71,516,266 △ 1,032,453

　　短期借入金 65,512,431 67,512,431 △ 2,000,000

　　前受金 4,095,000 3,225,000 870,000

　　預り金 876,382 778,835 97,547

負債の部合計 112,890,317 112,288,686 601,631

純資産の部

科　目 　　　　　本年度末 　　　　　　前年度末 　　　　　増　　　　　減

基本金 377,051,049 344,195,213 32,855,836

　第１号基本金 343,275,991 331,420,946 11,855,045

　第2号基本金 27,000,701 7,000,000 20,000,701

　第４号基本金 6,774,357 5,774,267 1,000,090

繰越収支差額 △ 70,417,669 △ 68,324,808 △ 2,092,861

　翌年度繰越収支差額 △ 70,417,669 △ 68,324,808 △ 2,092,861

純資産の部合計 306,633,380 275,870,405 30,762,975

負債及び純資産の部合計 419,523,697 388,159,091 31,364,606

貸　借　対　照　表
令和２年３月３１日



　　注記

　　　　１、重要な会計方針

　　　　　（１）引当金の計上基準

　　　　　　徴収不能引当金・・・・未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

　　　　　　退職給与引当金・・・・退職金の支給に備えるため、期末要支給額の１００％を計上している。

　　　　　（２）その他の重要な会計方針

　　　　　　　　預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

　　　　　　　　・・・・預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。

　　　　２、重要な会計方針の変更等

該当なし

　　　　３、減価償却額の累計額の合計額 82,205,086 円

　　　　４、徴収不能引当金の合計額 1,620,612 円

　　　　５、担保に供されている資産の種類及び額

　　　　　　該当なし

　　　　６、翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額

13,500,000 円

　　　　７、当該会計年度の末日において、第4号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

第4号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

　　　　８、その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

　　　　　（１）所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　　　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引

①平成21年4月１日以降に開始したリース取引

リース物件の種類 リース料総額 未経過リース料期末残高

　　　　　　　　　　教育研究用機器備品 2,573,856 円 801,576 円

②平成21年3月３１日以前に開始したリース取引

　該当なし


